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議案第１３７号 

   令和６年度さいたま市一般会計及び特別会計歳入歳出決算の認定について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、下記決算

を別冊監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

  令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

記 

令和６年度さいたま市一般会計歳入歳出決算 

令和６年度さいたま市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算 

令和６年度さいたま市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算 

令和６年度さいたま市介護保険事業特別会計歳入歳出決算 

令和６年度さいたま市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計歳入歳出決算 

令和６年度さいたま市食肉中央卸売市場及びと畜場事業特別会計歳入歳出決算 

令和６年度さいたま市大宮駅西口都市改造事業特別会計歳入歳出決算 

令和６年度さいたま市東浦和第二土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算 

令和６年度さいたま市浦和東部第一特定土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算 

令和６年度さいたま市南与野駅西口土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算 

令和６年度さいたま市指扇土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算 

令和６年度さいたま市江川土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算 

令和６年度さいたま市大門下野田特定土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算 

令和６年度さいたま市公債管理特別会計歳入歳出決算 
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議案第１３８号 

   令和６年度さいたま市水道事業会計決算の認定及び剰余金の処分について 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、令和 

６年度さいたま市水道事業会計決算を別冊監査委員の意見を付けて議会の認定に付し、 

及び同法第３２条第２項の規定により、令和６年度さいたま市水道事業会計未処分利

益剰余金の処分の議決を求める。 

  令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

 

 

-2-



 

議案第１３９号 

   令和６年度さいたま市病院事業会計決算の認定について 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、令和

６年度さいたま市病院事業会計決算を別冊監査委員の意見を付けて議会の認定に付す

る。 

  令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 
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議案第１４０号 

   令和６年度さいたま市下水道事業会計決算の認定について 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、令和

６年度さいたま市下水道事業会計決算を別冊監査委員の意見を付けて議会の認定に付

する。 

  令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   
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議案第１４１号 

さいたま市議会の議員又はさいたま市長の選挙における選挙運動用自動車等の

公営に関する条例及びさいたま市議会の議員又はさいたま市長の選挙における

ビラの作成の公営に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市議会の議員又はさいたま市長の選挙における選挙運動用自動車等の公営

に関する条例及びさいたま市議会の議員又はさいたま市長の選挙におけるビラの作成

の公営に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

さいたま市議会の議員又はさいたま市長の選挙における選挙運動用自動車等の

公営に関する条例及びさいたま市議会の議員又はさいたま市長の選挙における

ビラの作成の公営に関する条例の一部を改正する条例 

（さいたま市議会の議員又はさいたま市長の選挙における選挙運動用自動車等の公

営に関する条例の一部改正） 

第１条 さいたま市議会の議員又はさいたま市長の選挙における選挙運動用自動車等

の公営に関する条例（平成１３年さいたま市条例第６号）の一部を次のように改正

する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（選挙運動用ポスターの作成の公費の支払） 

第８条 市は、候補者（前条の届出をした者に限る。

）が同条の契約に基づき当該契約の相手方である

ポスター作成業者に支払うべき金額のうち、当該

契約に基づき作成された選挙運動用ポスターの１

枚当たりの作成単価（当該作成単価が、次の各号

に掲げる区分に応じ当該各号に定めるところによ

り算定した金額を超える場合には、当該各号に定

めるところにより算定した金額）に当該選挙運動

（選挙運動用ポスターの作成の公費の支払） 

第８条 市は、候補者（前条の届出をした者に限る。

）が同条の契約に基づき当該契約の相手方である

ポスター作成業者に支払うべき金額のうち、当該

契約に基づき作成された選挙運動用ポスターの１

枚当たりの作成単価（当該作成単価が、次の各号

に掲げる区分に応じ当該各号に定めるところによ

り算定した金額を超える場合には、当該各号に定

めるところにより算定した金額）に当該選挙運動
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用ポスターの作成枚数（当該候補者を通じて、当

該選挙区等におけるポスター掲示場の数に１．２ 

を乗じて得た数（１枚未満の端数がある場合には、

その端数は、１枚とする。）の範囲内のものであ

ることにつき、市委員会が定めるところにより、

当該候補者からの申請に基づき、市委員会が確認

したものに限る。）を乗じて得た金額を、第６条

後段において準用する第２条ただし書に規定する

要件に該当する場合に限り、当該ポスター作成業

者からの請求に基づき、当該ポスター作成業者に

対し支払う。 

用ポスターの作成枚数（当該候補者を通じて、当

該選挙区等におけるポスター掲示場の数に１．２ 

を乗じて得た数（１枚未満の端数がある場合には、

その端数は、１枚とする。）の範囲内のものであ

ることにつき、市委員会が定めるところにより、

当該候補者からの申請に基づき、市委員会が確認

したものに限る。）を乗じて得た金額を、第６条

後段において準用する第２条ただし書に規定する

要件に該当する場合に限り、当該ポスター作成業

者からの請求に基づき、当該ポスター作成業者に

対し支払う。 

⑴ 当該選挙区等におけるポスター掲示場の数が

５００以下である場合 ５８６円８８銭に当該

ポスター掲示場の数を乗じて得た金額に３１万

６，２５０円を加えた金額を当該選挙区等にお

けるポスター掲示場の数で除して得た金額（１

円未満の端数がある場合には、その端数は、１

円とする。次号において同じ。） 

 ⑵ 当該選挙区等におけるポスター掲示場の数が

５００を超える場合 ３０円７３銭にその５０

０を超える数を乗じて得た金額に６０万９，６

９０円を加えた金額を当該選挙区等におけるポ

スター掲示場の数で除して得た金額 

⑴ 当該選挙区等におけるポスター掲示場の数が

５００以下である場合 ５４１円３１銭に当該

ポスター掲示場の数を乗じて得た金額に３１万

６，２５０円を加えた金額を当該選挙区等にお

けるポスター掲示場の数で除して得た金額（１

円未満の端数がある場合には、その端数は、１

円とする。次号において同じ。） 

 ⑵ 当該選挙区等におけるポスター掲示場の数が

５００を超える場合 ２８円３５銭にその５０

０を超える数を乗じて得た金額に５８万６，９

０５円を加えた金額を当該選挙区等におけるポ

スター掲示場の数で除して得た金額 

 

（さいたま市議会の議員又はさいたま市長の選挙におけるビラの作成の公営に関す

る条例の一部改正） 

第２条 さいたま市議会の議員又はさいたま市長の選挙におけるビラの作成の公営に

関する条例（平成１９年さいたま市条例第２７号）の一部を次のように改正する。 
次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （選挙運動用ビラの作成の公費の支払） 

第４条 市は、候補者（前条の規定による届出をし

た者に限る。）が同条の契約に基づき当該契約の

相手方であるビラ作成業者に支払うべき金額のう

ち、当該契約に基づき作成された選挙運動用ビラ

の１枚当たりの作成単価（当該作成単価が、次の

各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める金額を

（選挙運動用ビラの作成の公費の支払） 

第４条 市は、候補者（前条の規定による届出をし 

た者に限る。）が同条の契約に基づき当該契約の

相手方であるビラ作成業者に支払うべき金額のう

ち、当該契約に基づき作成された選挙運動用ビラ

の１枚当たりの作成単価（当該作成単価が、次の

各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める金額を
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超える場合には、当該各号に定める金額）に当該 

選挙運動用ビラの作成枚数（当該候補者を通じて、

法第１４２条第１項第５号に定める選挙の区分に

応じた枚数の範囲内のものであることにつき、市

委員会が定めるところにより、当該候補者からの

申請に基づき市委員会が確認したものに限る。）

を乗じて得た金額を、第２条ただし書に規定する

要件に該当する場合に限り、当該ビラ作成業者か

らの請求に基づき、当該ビラ作成業者に対し支払

う。 

超える場合には、当該各号に定める金額）に当該 

選挙運動用ビラの作成枚数（当該候補者を通じて、

法第１４２条第１項第５号に定める選挙の区分に

応じた枚数の範囲内のものであることにつき、市

委員会が定めるところにより、当該候補者からの

申請に基づき市委員会が確認したものに限る。）

を乗じて得た金額を、第２条ただし書に規定する

要件に該当する場合に限り、当該ビラ作成業者か

らの請求に基づき、当該ビラ作成業者に対し支払

う。 

 ⑴ 当該選挙運動用ビラの作成枚数が５万枚以下

である場合 ８円３８銭 

 ⑵ 当該選挙運動用ビラの作成枚数が５万枚を超

える場合 ５円６２銭にその５万枚を超える枚

数を乗じて得た金額に４１万９，０００円を加

えた金額を当該選挙運動用ビラの作成枚数で除 

  して得た金額（１銭未満の端数がある場合には、

その端数は、１銭とする。） 

 ⑴ 当該選挙運動用ビラの作成枚数が５万枚以下

である場合 ７円７３銭 

 ⑵ 当該選挙運動用ビラの作成枚数が５万枚を超

える場合 ５円１８銭にその５万枚を超える枚

数を乗じて得た金額に３８万６，５００円を加

えた金額を当該選挙運動用ビラの作成枚数で除 

して得た金額（１銭未満の端数がある場合には、

その端数は、１銭とする。） 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。  

 （経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後のさいたま市議会の議員又はさいたま市長の選挙にお

ける選挙運動用自動車等の公営に関する条例の規定は、この条例の施行の日以後に

その期日を告示される選挙について適用し、この条例の施行の日の前日までにその

期日を告示された選挙については、なお従前の例による。 

３ 第２条の規定による改正後のさいたま市議会の議員又はさいたま市長の選挙にお

けるビラの作成の公営に関する条例の規定は、この条例の施行の日以後その期日を

告示される選挙について適用し、この条例の施行の日の前日までにその期日を告示

された選挙については、なお従前の例による。 
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議案第１４２号 

さいたま市職員等の旅費に関する条例及びさいたま市証人等の実費弁償に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市職員等の旅費に関する条例及びさいたま市証人等の実費弁償に関する条

例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市職員等の旅費に関する条例及びさいたま市証人等の実費弁償に関す

る条例の一部を改正する条例 

（さいたま市職員等の旅費に関する条例の一部改正） 

第１条 さいたま市職員等の旅費に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４５号

）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

目次 目次 

 第１章 総則（第１条―第７条）  第１章 総則（第１条―第１４条） 

第２章 旅費の種目及び内容（第８条―第２０条 
     ） 

第２章 内国旅行の旅費（第１５条―第２８条） 

 第３章 外国旅行の旅費（第２９条―第３８条） 

第３章 雑則（第２１条―第２８条） 第４章 雑則（第３９条―第４１条） 

附則 

 

附則 

 

 （定義）  （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 ⑴～⑷ ［略］  ⑴～⑷ ［略］ 

 ⑸ 出張 職員が公務のため一時その在勤公署（

常時勤務する在勤公署のない場合又は任命権者

若しくは旅行命令権者が認める場合には、その

住所、居所その他旅行命令権者が認める場所）

を離れて旅行し、又は職員以外の者が公務のた

 ⑸ 出張 職員が公務のため一時その在勤公署（

常時勤務する在勤公署のない職員については、

その住所又は居所）を離れて旅行し、又は職員

以外の者が公務のため一時その住所又は居所を

離れて旅行することをいう。 
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め一時その住所又は居所を離れて旅行すること

をいう。 

 ⑹ 赴任 新たに採用された職員のうち、本市の

要請により国家公務員又は他の地方公共団体の

職員から引き続いて職員となったものその他任

用の事情を考慮し規則で定めるものがその採用

に伴う移転のため住所若しくは居所から在勤公

署に旅行し、又は転任を命じられた職員がその

転任に伴う移転のため旧在勤公署から新在勤公

署に旅行すること（規則で定める場合に限る。

）をいう。 

 ⑹ 赴任 新たに採用された職員のうち、本市の

要請により国家公務員又は他の地方公共団体の

職員から引き続いて職員となったものその他任

用の事情を考慮し市長が別に定めるものがその

採用に伴う移転のため住所若しくは居所から在

勤公署に旅行し、又は転任を命ぜられた職員が

その転任に伴う移転のため旧在勤公署から新在

勤公署に旅行することをいう。 

 ⑺ 遺族 職員の配偶者（婚姻の届出をしていな

いが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含

む。以下同じ。）、子、父母、孫、祖父母及び

兄弟姉妹並びに職員の死亡当時職員と生計を一

にしていた他の親族をいう。 

 ⑺ 遺族 職員の配偶者（届出をしないが事実上

婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同

じ。）、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹並

びに職員の死亡当時職員と生計を一にしていた

他の親族をいう。 

 ⑻ 帰住 職員が退職し、又は死亡した場合にお

いて、その職員又はその遺族が生活の根拠とな

る地に旅行することをいう。 

 ⑻ 帰住 職員が退職し、又は死亡した場合にお

いて、その職員若しくはその扶養親族又はその

遺族が生活の根拠地となる地に旅行することを

いう。 

 ⑼ 家族 内国旅行にあっては職員の配偶者、子、

  父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で職員と生計を

一にするものをいい、外国旅行にあっては職員

の配偶者及び子で職員と生計を一にするものを

いう。 

 ⑼ 扶養親族 職員の配偶者、子、父母、孫、祖

父母及び兄弟姉妹で主として職員の収入によっ

て生計を維持しているものをいう。 

 ⑽ ［略］  ⑽ ［略］ 

 ⑾ 旅行役務提供者 旅行業者（旅行業法（昭和

２７年法律第２３９号）第６条の４第１項に規

定する旅行業者をいう。）その他の規則で定め

る者（以下この号において「旅行業者等」とい

う。）であって、市と旅行役務提供契約（旅行

業者等が市に対して旅行に係る役務その他の役

務を旅行者に提供することを約し、かつ、市が

当該旅行業者等に対して当該旅行に係る旅費に 

  相当する金額を支払うことを約する契約をいう。

  次条第７項において同じ。）を締結したものを

いう。 

 ⑾ 一般職の職員 職員のうち、市長等以外のも

のをいう。 

 ２ この条例において「何々地」という場合には、

本邦にあっては市町村（特別区を含む。）の存す

る地域をいい、外国にあってはこれに準ずる地域

をいうものとする。 

  

 （旅費の支給）  （旅費の支給） 

第３条 ［略］ 第３条 ［略］ 

２ 職員、その配偶者若しくは子又はその遺族が次

の各号のいずれかに該当する場合には、当該各号

に掲げる者に対し、旅費を支給する。 

２ 職員又はその遺族が次の各号のいずれかに該当

する場合には、当該各号に掲げる者に対し、旅費

を支給する。 

 ⑴・⑵ ［略］ 

 ⑶ 職員が死亡した場合において、当該職員の本

 ⑴・⑵ ［略］ 

 ⑶ 職員が死亡した場合において、当該職員の遺
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邦にある遺族がその死亡の日の翌日から３月以

内にその居住地を出発して帰住したとき 当該

遺族 

族がその死亡の日の翌日から３月以内にその居

住地を出発して帰住したとき 当該遺族 

 ⑷ 職員が、外国の在勤地において退職等となり、

  一定の期間内に本邦に帰住し、又は出張若しく

は赴任のための外国旅行中に退職等となった場

合（当該退職等に伴う旅行を必要としない場合

を除く。） 当該職員 

 ⑷ 職員が出張のための外国旅行中に退職等とな

った場合（当該退職等に伴う旅行を必要としな

い場合を除く。） 当該職員 

 ⑸ 職員が、外国の在勤地において死亡し、又は

出張若しくは赴任のための外国旅行中に死亡し

た場合 当該職員の遺族 

 ⑸ 職員が出張のための外国旅行中に死亡した場

合 当該職員の遺族 

 ⑹ 外国在勤の職員が死亡した場合において、当 

  該職員の外国にある遺族（配偶者及び子に限る。

  ）がその死亡の日の翌日から３月以内にその居

住地を出発して帰住したとき 当該遺族 

 

 ⑺ 外国在勤の職員の配偶者又は子が、当該職員

の在勤地において死亡し、又は第１８条第１項

第２号ア、イ又はエに規定する場合における外

国旅行中に死亡した場合 当該職員 

 

３・４ ［略］ ３・４ ［略］ 

５ 第１項、第２項及び前項の規定により旅費の支

給を受けることができる者が、次条第３項の規定

により旅行命令等の変更（取消しを含む。同項及

び同条第４項並びに第５条において同じ。）を受

け、又は死亡した場合その他規則で定める場合に

は、当該旅行のため既に支出した金額のうちその

者の損失となる金額又は支出を要する金額で規則 

 で定めるものを旅費として支給することができる。

５ 第１項、第２項及び前項の規定により旅費の支

給を受けることができる者（その者の扶養親族の

旅行について旅費の支給を受けることができる場

合には、当該扶養親族を含む。）が、その出発前

に次条第３項の規定により旅行命令等を取り消さ

れ、又は死亡した場合において、当該旅行のため

既に支出した金額があるときは、当該金額のうち

その者の損失となった金額で市長が定めるものを

旅費として支給することができる。 

６ 第１項、第２項及び第４項の規定により旅費の

支給を受けることができる者が、旅行中天災その

他規則で定める事情により概算払を受けた旅費額

（概算払を受けなかった場合には、概算払を受け

ることができた旅費額に相当する金額）の全部又

は一部を喪失した場合には、その喪失した旅費額

の範囲内で規則で定める金額を旅費として支給す

ることができる。 

６ 第１項、第２項及び第４項の規定により旅費の

支給を受けることができる者（その者の扶養親族

の旅行について旅費の支給を受けることができる

場合には、当該扶養親族を含む。）が、旅行中交

通機関等の事故又は天災その他市長が定める事情

により概算払を受けた旅費額（概算払を受けなか

った場合には、概算払を受けることができた旅費

額に相当する金額）の全部又は一部を喪失した場

合には、その喪失した旅費額の範囲内で市長が定

める金額を旅費として支給することができる。 

７ 第１項、第２項、第４項及び第５項に規定する

場合において、市が旅行役務提供契約に基づき旅

行役務提供者に支払うべき金額があるときは、こ

れらの項に規定する者に対する旅費の支給に代え

て、当該旅行役務提供者に対し、当該金額を旅費

に相当するものとして支払うことができる。 

 

  

（旅行命令等） （旅行命令等） 

第４条 次の各号に掲げる旅行は、当該各号に掲げ

る区分により、旅行命令権者の発する旅行命令又

第４条 職員等の旅行は、次の各号に掲げる区分に

より、旅行命令権者の発する旅行命令又は旅行依
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は旅行依頼（以下この条及び次条において「旅行

命令等」という。）によって行われなければなら

ない。 

頼（以下「旅行命令等」という。）によって行わ

れなければならない。 

 ⑴・⑵ ［略］  ⑴・⑵ ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 旅行命令権者は、既に発した旅行命令等の変更

をする必要があると認める場合で、前項の規定に

該当する場合には、自ら又は次条第１項若しくは

第２項の規定による旅行者の申請に基づき、その

変更をすることができる。 

３ 旅行命令権者は、既に発した旅行命令等を変更

（取消しを含む。以下同じ。）する必要があると

認める場合で、前項の規定に該当する場合には、

自ら又は次条第１項若しくは第２項の規定による

旅行者の申請に基づき、これを変更することがで

きる。 

４ 旅行命令権者は、旅行命令等を発し、又はその

変更をするには、規則で定める旅行命令簿又は旅

行依頼簿（旅行命令簿又は旅行依頼簿に記載すべ

き事項を記録した電磁的記録（電子的方式、磁気

的方式その他人の知覚によっては認識することが

できない方式で作られる記録であって、電子計算

機による情報処理の用に供されるものをいう。第

７条において同じ。）を含む。）（以下この項に

おいて「旅行命令簿等」という。）に当該旅行に

関する事項の記載又は記録をし、当該事項を当該

旅行者に通知してしなければならない。ただし、

旅行命令簿等に当該事項の記載又は記録をするい

とまがない場合には、口頭により旅行命令等を発

し、又はその変更をすることができる。この場合

において、旅行命令権者は、速やかに、旅行命令

簿等に当該事項を記載又は記録しなければならな

い。 

４ 旅行命令権者は、旅行命令等を発し、又はこれ

を変更する場合には、別に定める旅行命令簿又は

旅行依頼簿（以下「旅行命令簿等」という。）に

当該旅行に関する事項を記載し、これを当該旅行

者に提示して行わなければならない。ただし、旅

行命令簿等に当該旅行に関する事項を記載し、こ

れを提示するいとまがない場合には、口頭により

旅行命令等を発し、又はこれを変更することがで

きる。この場合において、旅行命令権者は、速や

かに、旅行命令簿等に当該旅行に関する事項を記

載し、これを当該旅行者に提示しなければならな

い。 

  

 （旅行命令等に従わない旅行）  （旅行命令等に従わない旅行） 

第５条 旅行者は、公務上の必要又は天災その他や

むを得ない事情により旅行命令等（前条第３項の

規定により変更を受けた旅行命令等を含む。以下

この条において同じ。）に従って旅行することが

できない場合には、あらかじめ旅行命令権者に旅

行命令等の変更の申請をしなければならない。 

第５条 旅行者は、公務上の必要又は天災その他や

むを得ない事情により旅行命令等（前条第３項の

規定により変更された旅行命令等を含む。以下こ

の条において同じ。）に従って旅行することがで

きない場合には、あらかじめ旅行命令権者に旅行

命令等の変更の申請をしなければならない。 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

  

  （旅費の種類） 

 第６条 旅費の種類は、鉄道賃、船賃、航空賃、車

賃、日当、宿泊料、食卓料、移転料、着後手当、

扶養親族移転料、旅行雑費及び死亡手当とする。 

 ２ 鉄道賃は、鉄道旅行について、路程に応じ旅客

運賃等により支給する。 

 ３ 船賃は、水路旅行について、路程に応じ旅客運

賃等により支給する。 

 ４ 航空賃は、航空旅行について、路程に応じ旅客

運賃により支給する。 

 ５ 車賃は、陸路（鉄道を除く。以下同じ。）旅行
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について、路程に応じ１キロメートル当たりの定

額又は実費額により支給する。 

 ６ 日当は、旅行中の日数に応じ１日当たりの定額

により支給する。 

 ７ 宿泊料は、旅行中の夜数に応じ１夜当たりの定

額により支給する。 

 ８ 食卓料は、水路旅行及び航空旅行中の夜数に応

じ１夜当たりの定額により支給する。 

 ９ 移転料は、赴任に伴う住所又は居所の移転につ

いて、路程等に応じ定額により支給する。 

 １０ 着後手当は、赴任に伴う住所又は居所の移転

について、定額により支給する。 

 １１ 扶養親族移転料は、赴任に伴う扶養親族の移

転について、支給する。 

 １２ 旅行雑費は、出張又は赴任に伴う雑費につい 

 て、１日当たりの定額又は実費額により支給する。

 １３ 死亡手当は、第３条第２項第５号の規定に該

当する場合において、定額により支給する。 

  

 （旅費の計算） （旅費の計算） 

第６条 旅費は、旅行に要する実費を弁償するため

のものとして第２章に定める種目及び内容に基づ

き、最も経済的な通常の経路及び方法により旅行

した場合によって計算する。ただし、公務上の必

要又は天災その他やむを得ない事情により最も経

済的な通常の経路又は方法により旅行し難い場合

には、その現によった経路及び方法によって計算

する。 

第７条 旅費は、最も経済的な通常の経路及び方法

により旅行した場合の旅費により計算する。ただ

し、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事

情により最も経済的な通常の経路又は方法によっ

て旅行し難い場合には、その現によった経路及び

方法によって計算する。 

  

 第８条 旅費計算上の旅行日数は、次項の規定に該

当する場合を除くほか、旅行のために現に要した

日数による。 

 ２ 第３条第２項第１号から第４号までの規定に該

当する場合には、旅費計算上の旅行日数は、天災

その他やむを得ない事情により要した日数を除く

ほか、行程４００キロメートルについて１日の割

合をもって計算した日数による。 

 ３ 前項の規定により計算した日数に１日未満の端

数を生じたときは、これを１日とする。 

  

 第９条 旅行者が同一地域（第２条第２項に規定す

る地域区分による地域をいう。以下同じ。）に滞

在する場合における日当及び宿泊料は、その地域

に到着した日の翌日から起算して滞在日数３０日

を超える場合にはその超える日数について定額の

１０分の１に相当する額、滞在日数６０日を超え

る場合にはその超える日数について定額の１０分

の２に相当する額をそれぞれの定額から減じた額

による。 
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 ２ 同一地域に滞在中一時他の地に出張した日数は、

前項の滞在日数から除算する。 

  

 第１０条 私事のために在勤地又は出張地以外の地

に居住又は滞在する者が、その居住地又は滞在地

から直ちに旅行する場合において、居住地又は滞

在地から目的地に至る旅費額が在勤地又は出張地

から目的地に至る旅費額より多いときは、当該旅

行については、在勤地又は出張地から目的地に至

る旅費を支給する｡ 

  

 第１１条 １日の旅行において日当又は宿泊料につ

いて定額を異にする事由が生じた場合には、額の

多い方の定額による日当又は宿泊料を支給する。 

  

 第１２条 鉄道旅行、水路旅行、航空旅行又は陸路 

旅行中における年度の経過等のため鉄道賃、船賃、

航空賃又は車賃（扶養親族移転料のうちこれらの 

旅費に相当する部分を含む。）を区分して計算す 

る必要がある場合には、その必要が生じた後の最 

初の目的地に到着するまでの分及びそれ以後の分 

に区分して計算する。 

  

（旅費の請求手続） （旅費の請求） 

第７条 旅費（概算払に係る旅費を含む。）の支給

を受けようとする旅行者及び概算払に係る旅費の

支給を受けた旅行者でその精算をしようとするも

の並びに旅費に相当する金額の支払を受けようと

する旅行役務提供者は、所定の請求書（当該請求 

 書に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。

 以下この条において同じ。）に必要な資料を添え

て、これを市長に提出しなければならない。この

場合において、必要な資料の全部又は一部を提出

しなかった者は、その請求に係る旅費又は旅費に

相当する金額のうちその資料を提出しなかったた

め、その旅費又は旅費に相当する金額の必要が明

らかにされなかった部分の支給又は支払を受ける

ことができない。 

第１３条 旅費（概算払に係る旅費を含む。）の支

給を受けようとする旅行者及び概算払に係る旅費

の支給を受けた旅行者でその精算をしようとする 

ものは、別に定める請求書に必要な書類を添えて、

これを当該旅行命令権者に提出しなければならな 

い。この場合において、必要な添付書類の全部又 

は一部を提出しなかった者は、その請求に係る旅 

費額のうちその書類を提出しなかったため、その 

旅費の必要が明らかにされなかった部分の金額の 

支給を受けることができない。 

２ 概算払に係る旅費の支給を受けた旅行者は、当

該旅行を完了した後所定の期間内に、当該旅行に

ついて前項の規定による旅費の精算をしなければ

ならない。 

２ 概算払に係る旅費の支給を受けた旅行者は、当

該旅行を完了した後別に定める期間内に、当該旅

行について前項の規定による旅費の精算をしなけ

ればならない。 

３ 市長は、前項の規定による精算の結果過払金が

あった場合には、所定の期間内に、当該過払金を

返納させなければならない。 

 

４ 第１項の請求書又は資料が電磁的記録で作成さ

れているときは、電磁的方法（電子情報処理組織

を使用する方法その他の情報通信の技術を利用す

る方法であって市長が定めるものをいう。）をも
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って提出することができる。 

５ 第１項に規定する請求書及び必要な資料の種類

並びに第２項及び第３項に規定する期間その他の

必要な事項は、規則で定める。 

 

  

 （証人等の旅費） 

 第１４条 第３条第４項の規定により支給する旅費 

は、他の条例に特別の定めがある場合を除くほか、

任命権者が市長と協議して定める旅費とする。 

  

   第２章 旅費の種目及び内容    第２章 内国旅行の旅費 

  

（旅費の種目及び内容）  

第８条 旅費の種目は、鉄道賃、船賃、航空賃、そ

の他の交通費、宿泊費、包括宿泊費、宿泊手当、

転居費、着後滞在費、家族移転費、渡航雑費及び

死亡手当とし、これらの内容については、この章

の定めるところによる。 

 

  

（鉄道賃） （鉄道賃） 

第９条 鉄道賃は、鉄道（鉄道事業法（昭和６１年

法律第９２号）第２条第１項に規定する鉄道事業

の用に供する鉄道及び軌道法（大正１０年法律第

７６号）第１条第１項に規定する軌道、外国にお

けるこれらに相当するものその他規則で定めるも 

 のをいう。次項及び第１２条第１項において同じ。

 ）を利用する移動（規則で定める移動に限る。）

に要する費用とし、その額は、次に掲げる費用（

第２号から第６号までに掲げる費用は、第１号に

掲げる運賃に加えて別に支払うものであって、公

務のため特に必要とするものに限る。）の額の合

計額とする。 

第１５条 鉄道賃の額は、その乗車に要する旅客運

賃（以下この条において「運賃」という。）並び

に次に掲げる急行料金、特別車両料金及び座席指

定料金による。 

 ⑴ 運賃  ⑴ 急行料金を徴する列車を運行する線路による

旅行の場合には、運賃のほか、その乗車に要す

る急行料金 

 ⑵ 急行料金  ⑵ 特別車両料金を徴する客車を運行する線路に

よる旅行の場合には、運賃及び前号に規定する

急行料金のほか、特別車両料金 

 ⑶ 寝台料金  ⑶ 座席指定料金を徴する客車を運行する線路に

よる旅行の場合には、運賃、第１号に規定する

急行料金及び前号に規定する特別車両料金のほ

か、座席指定料金 

 ⑷ 座席指定料金  

 ⑸ 特別車両料金（内国旅行にあっては次に掲げ

る者に限り、外国旅行にあっては任命権者が市

長と協議して定める旅行に限る。） 

 

  ア 市長等  

  イ 市長等に随行する職員  
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  ウ その他市長が特に必要と認めた職員  

 ⑹ 前各号に掲げる費用に付随する費用  

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、最下級

（外国旅行の場合であって前項第５号アからウま

でに掲げる者が運賃の等級が２以上に区分された

鉄道により移動するときは、最下級の直近上位の

級）の運賃の額とする。 

２ 前項第１号に規定する急行料金は、次の各号の

いずれかに該当する場合に限り、支給する。 

  ⑴ 特別急行列車を運行する線路による旅行で当

該特別急行列車の乗車区間が片道１００キロメ

ートル以上のもの及び市長が別に定めるもの 

  ⑵ 普通急行列車を運行する線路による旅行で当

該普通急行列車の乗車区間が片道５０キロメー

トル以上のもの 

 ３ 第１項第２号に規定する特別車両料金は、市長

が別に定める旅行に該当する場合に限り、支給す

る。 

 ４ 第１項第３号に規定する座席指定料金は、特別

急行列車又は普通急行列車を運行する線路による

旅行で当該特別急行列車又は普通急行列車の乗車

区間が片道１００キロメートル以上のものに該当

する場合に限り、支給する。 

  

（船賃） （船賃） 

第１０条 船賃は、船舶（海上運送法（昭和２４年

法律第１８７号）第２条第２項に規定する船舶運

航事業の用に供する船舶、外国におけるこれに相

当するものその他規則で定めるものをいう。次項

及び第１２条第１項において同じ。）を利用する

移動に要する費用とし、その額は、次に掲げる費

用（第２号から第５号までに掲げる費用は、第１ 

 号に掲げる運賃に加えて別に支払うものであって、

 公務のため特に必要とするものに限る。）の額の

合計額とする。 

第１６条 船賃の額は、現に支払った旅客運賃（は

しけ賃及び桟橋賃を含む。）並びに寝台料金、特

別船室料金及び座席指定料金による。 

⑴ 運賃  

⑵ 寝台料金  

⑶ 座席指定料金  

 ⑷ 特別船室料金（内国旅行にあっては前条第１

項第５号アからウまでに掲げる者に限り、外国

旅行にあっては任命権者が市長と協議して定め

る旅行に限る。） 

 

⑸ 前各号に掲げる費用に付随する費用  

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、最下級

（外国旅行の場合であって前条第１項第５号アか

らウまでに掲げる者が運賃の等級が２以上に区分

された船舶により移動するときは、最下級の直近

上位の級）の運賃の額とする。 

２ 前項に規定する寝台料金又は座席指定料金は、

公務上の必要により別に寝台料金又は座席指定料

金を必要とした場合に限り、支給する。 

 ３ 第１項に規定する特別船室料金は、市長が別に

定める旅行に該当する場合に限り、支給する。 
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（航空賃） （航空賃） 

第１１条 航空賃は、航空機（航空法（昭和２７年

法律第２３１号）第２条第１８項に規定する航空

運送事業の用に供する航空機、外国におけるこれ

に相当するものその他規則で定めるものをいう。

次項及び次条第１項において同じ。）を利用する

移動に要する費用とし、その額は、次に掲げる費

用（第２号及び第３号に掲げる費用は、第１号に

掲げる運賃に加えて別に支払うものであって、公

務のため特に必要とするものに限る。）の額の合

計額とする。 

第１７条 航空賃の額は、現に支払った旅客運賃に

よる。 

⑴ 運賃  

⑵ 座席指定料金  

⑶ 前２号に掲げる費用に付随する費用  

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、運賃の 

 等級が区分された航空機により移動する場合には、

 最下級の運賃の額とする。ただし、次の各号に掲

げる場合は、当該各号に定める額とする。 

 

 ⑴ 外国旅行の場合であって、運賃の等級が２に

区分された航空機により第９条第１項第５号ア

からウまでに掲げる者が移動するとき及びこれ

らの者以外の者が長時間にわたる移動として規

則で定めるもの（次号において「特定航空移動

」という。）をするとき 最上級の運賃の額  

 

 ⑵ 外国旅行の場合であって、運賃の等級が３以

上に区分された航空機により第９条第１項第５

号アからウまでに掲げる者が移動するとき及び

これらの者以外の者が特定航空移動をするとき 

最上級の直近下位の級の運賃の額 

 

  

 （車賃） 

 第１８条 車賃の額は、１キロメートルにつき３７ 

円とする。ただし、公務上の必要又は天災その他

やむを得ない事情により定額の車賃で旅行の実費

を支弁することができない場合には、実費額によ

る。 

 ２ 車賃は、路程ごとに計算する。 

 ３ 前項の規定により通算した路程に１キロメート 

 ル未満の端数を生じたときは、これを切り捨てる。

 ４ 車賃は、市の自動車（公用借上自動車を含む。

）を利用した場合は、支給しない。 

  

（その他の交通費）  

第１２条 その他の交通費は、鉄道、船舶及び航空 

 機以外を利用する移動（規則で定める移動に限る。

 ）に要する費用とし、その額は、次に掲げる費用

（第２号から第４号までに掲げる費用は、公務の

ため特に必要とするものに限る。）の額の合計額

とする。 
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 ⑴ 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第

３条第１号イに掲げる一般乗合旅客自動車運送

事業（路線を定めて定期に運行する自動車によ

り乗合旅客の運送を行うものに限る。）の用に

供する自動車（外国におけるこれに相当するも

のを含む。）を利用する移動に要する運賃 

 

 ⑵ 道路運送法第３条第１号ハに掲げる一般乗用

旅客自動車運送事業の用に供する自動車（外国

におけるこれに相当するものを含む。）その他

の旅客を運送する交通手段（前号に規定する自

動車を除く。）を利用する移動に要する運賃 

 

 ⑶ 前２号に掲げる運賃以外の費用であって、道

路運送法第８０条第１項の許可を受けて業とし

て有償で貸し渡す自家用自動車（外国における

これに相当するものを含む。）の賃料その他の

移動に直接要する費用として規則で定めるもの 

 

 ⑷ 前３号に掲げる費用に付随する費用  

２ 前項の規定にかかわらず、前３条又は前項各号

に掲げる運賃若しくは費用を要する方法によって

は旅行の目的を達成し難い場合であって、旅行者

が旅行命令権者の承認を受けて自動車、原動機付

自転車その他の原動機付の交通用具（市の所有に

属するもの及び市が賃貸借契約により賃借するも

のを除く。）（職員にあっては任命権者が定める

ところにより登録を受けたものに限る。）を使用 

 して旅行した場合には、移動に要する費用として、

 １キロメートルにつき３７円を超えない範囲内に

おいて規則で定める額により算定した額及び当該

費用に付随する費用を、その他の交通費の額とす

る。 

 

３ 前項の場合においては、全路程を通算して計算

する。 

 

４ 前項の規定により通算した路程に１キロメート 

 ル未満の端数を生じたときは、これを切り捨てる。

 

  

 （日当） 

 第１９条 日当の額は、別表第１の定額による。 

２ 日当は、行程１００キロメートル以上の旅行に

該当する場合に限り、支給する。ただし、公務上

の必要又は天災その他やむを得ない事情により宿

泊した場合においては、この限りでない。 

  

（宿泊費） （宿泊料） 

第１３条 宿泊費は、旅行中の宿泊に要する費用と

し、その額は、国家公務員等の旅費に関する法律

（昭和２５年法律第１１４号）に基づき国家公務

員に支給される宿泊費を基準として規則で定める

額（次条において「宿泊費基準額」という。）と

する。ただし、当該宿泊に係る特別な事情がある

第２０条 宿泊料の額は、別表第１の定額による。 
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場合として規則で定める場合は、当該宿泊に要す

る費用の額とする。 

 ２ 宿泊料は、水路旅行及び航空旅行については、

公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情に

より上陸又は着陸して宿泊した場合に限り、支給

する。 

  

（包括宿泊費）  

第１４条 包括宿泊費は、移動及び宿泊に対する一

体の対価として支払われる費用とし、その額は、

当該移動に係る第９条から第１２条までの規定に 

 よる交通費（第１８条において「交通費」という。

 ）の額及び当該宿泊に係る宿泊費基準額の合計額

とする。 

 

  

（宿泊手当）  

第１５条 宿泊手当は、宿泊を伴う旅行に必要な諸

雑費に充てるための費用とし、その額は、国家公

務員等の旅費に関する法律に基づき国家公務員に

支給される宿泊手当を基準として規則で定める１

夜当たりの定額とする。 

 

  

  （食卓料） 

 第２１条 食卓料の額は、別表第１の定額による。 

２ 食卓料は、船賃若しくは航空賃のほかに別に食

費を要する場合又は船賃若しくは航空賃を要しな

いが食費を要する場合に限り、支給する。 

  

（転居費）  （移転料） 

第１６条 転居費は、赴任に伴う転居に要する費用

（第１８条第１項第１号ア若しくはイ又は同項第

２号ア若しくはイに規定する場合の家族の転居に

要する費用を含む。）とし、その額は、転居の実

態を勘案して規則で定める方法により算定される

額とする。 

第２２条 移転料の額は、次に掲げる額による。 

  ⑴ 赴任の際扶養親族を移転する場合には、旧在

勤地から新在勤地までの路程に応じた別表第１

の定額による額 

  ⑵ 赴任の際扶養親族を移転しない場合には、前

号に規定する額の２分の１に相当する額 

  ⑶ 赴任の際扶養親族を移転しないが、赴任を命

ぜられた日の翌日から１年以内に扶養親族を移

転する場合には、前号に規定する額に相当する

額（赴任の後扶養親族を移転するまでの間に更

に赴任があった場合には、各赴任について支給

することができる前号に規定する額に相当する

額の合計額） 

 ２ 前項第３号の場合において、扶養親族を移転し

た際における移転料の定額が、職員が赴任した際
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の移転料の定額と異なるときは、同号の額は、扶

養親族を移転した際における移転料の定額を基礎

として計算する。 

 ３ 旅行命令権者は、公務上の必要又は天災その他

やむを得ない事情がある場合には、第１項第３号

に規定する期間を延長することができる。 

  

（着後滞在費） （着後手当） 

第１７条 着後滞在費は、赴任に伴う転居に必要な

滞在に係る費用とし、その額は、内国旅行にあっ

ては５夜分を、外国旅行にあっては１０夜分を限

度として、現に宿泊した夜数に係る宿泊費及び宿

泊手当の合計額に相当する額とする。 

第２３条 着後手当の額は、別表第１の日当の額の

５日分及び宿泊料の額の５夜分に相当する額を超

えない範囲内で市長が別に定める額とする。 

  

（家族移転費） （扶養親族移転料） 

第１８条 家族移転費は、赴任に伴う家族の移転に 

 要する費用とし、その額は、次に掲げる額とする。

第２４条 扶養親族移転料の額は、次に掲げる額に

よる｡ 

 ⑴ 内国旅行にあっては、次に掲げる額  ⑴ 赴任の際扶養親族を旧在勤地から新在勤地ま

で随伴する場合には、赴任を命ぜられた日にお

ける扶養親族１人ごとに、その移転の際におけ

る年齢に従い、次に掲げる額の合計額 

  ア 赴任の際家族（赴任を命じられた日におい

て同居している者に限る。以下このア及びイ

並びに次号アからウまでにおいて同じ。）を

職員の新居住地に移転する場合には、家族１

人ごとに、職員がその移転をするものとして

算定した交通費、宿泊費、包括宿泊費、宿泊

手当及び着後滞在費の合計額に相当する額 

  ア １２歳以上の者については、その移転の際

における職員相当の鉄道賃、船賃、航空賃及

び車賃の全額並びに日当、宿泊料、食卓料及

び着後手当の３分の２に相当する額 

  イ アに規定する場合に該当せず、かつ、赴任

を命じられた日の翌日から１年以内に家族を

職員の居住地（赴任後家族を移転するまでの

間に更に赴任があった場合には、当該赴任後

における職員の新居住地）に移転する場合に

は、アの規定に準じて算定した額 

  イ ６歳以上１２歳未満の者については、アに

規定する額の２分の１に相当する額 

   ウ ６歳未満の者については、その移転の際に

おける職員相当の日当、宿泊料、食卓料及び

着後手当の３分の１に相当する額。ただし、

６歳未満の者を３人以上随伴するときは、２

人を超える者ごとにその移転の際における職

員相当の鉄道賃及び船賃の２分の１に相当す

る金額を加算する。 

 ⑵ 外国旅行にあっては、次に掲げる額  ⑵ 前号の規定に該当する場合を除くほか、第２

２条第１項第１号又は第３号の規定に該当する

場合には、扶養親族の旧居住地から新居住地ま

での旅行について前号の規定に準じて計算した

額。ただし、同号の規定により支給することが

できる額に相当する額（赴任の後扶養親族を移

転するまでの間に更に赴任があった場合には、

各赴任について同号の規定により支給すること
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ができる額に相当する額の合計額）を超えるこ

とができない。 

  ア 赴任の際任命権者の許可を受け、家族を職

員の新居住地に移転する場合には、家族１人

ごとに、職員がその移転をするものとして算

定した交通費、宿泊費、包括宿泊費、宿泊手

当、着後滞在費及び渡航雑費の合計額に相当

する額 

 

  イ アに規定する場合に該当せず、かつ、赴任

後任命権者の許可を受け、赴任を命じられた

日の翌日から１年以内に家族を職員の居住地

（赴任後家族を移転するまでの間に更に赴任

があった場合には、当該赴任後における職員

の新居住地）に移転する場合には、アの規定

に準じて算定した額 

 

  ウ アに規定する場合に該当せず、かつ、本邦

から外国に赴任後任命権者の許可を受け、赴

任を命じられた日の翌日から１年以内に家族

を赴任を命じられた日における居住地から本

邦内の他の地に移転する場合には、前号アの

規定に準じて算定した額 

 

  エ 外国に赴任後任命権者の許可を受け、家族

（ア又はイに規定する許可を受け移転した者

であって同居しているものに限る。）を本邦

に移転する場合には、アの規定に準じて算定

した額 

 

  ⑶ 第１号アからウまでの規定により日当、宿泊

料、食卓料及び着後手当の額を計算する場合に

おいて、当該旅費の額に１円未満の端数を生じ

たときは、これを切り捨てるものとする。 

２ 旅行命令権者は、公務上の必要又は天災その他

やむを得ない事情がある場合には、前項第１号イ

又は第２号イ若しくはウに規定する期間を延長す

ることができる。 

２ 職員が赴任を命ぜられた日において胎児であっ

た子を移転する場合においては、扶養親族移転料

の額の計算については、その子を赴任を命ぜられ

た日における扶養親族とみなして、前項の規定を

適用する。 

  

 （旅行雑費） 

 第２５条 旅行雑費の額は、１日につき２００円と

する。 

 ２ 旅行雑費は、行程１００キロメートル未満の宿

泊を要しない旅行で市長が定めるものに限り、支

給する。 

  

  （同一地域内の旅行の旅費） 

 第２６条 日当が支給される旅行の場合で同一地域

内におけるものについては、鉄道賃、船賃及び車

賃は支給しない。ただし、公務上の必要又は天災 

その他やむを得ない事情により特に多額の鉄道賃、

船賃又は車賃を要する場合で、その実費額が当該 
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旅行について支給される日当額の２分の１に相当 

する額を超える場合には、その超える部分の金額 

に相当する額の鉄道賃、船賃又は車賃を支給する。

  

 （退職者等の旅費） 

 第２７条 第３条第２項第１号の規定により支給す

る旅費は、次に掲げる旅費とする。 

  ⑴ 職員が出張中に退職等となった場合には、次

に掲げる旅費 

   ア 退職等となった日（以下「退職等の日」と

いう。）にいた地から退職等の命令の通達を

受け、又はその原因となった事実の発生を知

った日（以下「退職等を知った日」という。

）にいた地までの旅費 

   イ 退職等を知った日の翌日から３月以内に出

発して当該退職等に伴う旅行をした場合に限

り、出張の例に準じて計算した退職等の命令

の通達を受けた日にいた地から旧在勤地まで

の旅費 

  ⑵ 職員が赴任中に退職等となった場合には、赴

任の例に準じ、かつ、新在勤地を旧在勤地とみ

なして前号の規定に準じて計算した旅費 

  

  （遺族の旅費） 

 第２８条 第３条第２項第２号の規定により支給す

る旅費は、次に掲げる旅費とする。 

  ⑴ 職員が出張中に死亡した場合には、死亡地か

ら旧在勤地までの往復に要する旅費 

  ⑵ 職員が赴任中に死亡した場合には、赴任の例

に準じて計算した死亡地から新在勤地までの旅

費 

 ２ 遺族が前項に規定する旅費の支給を受ける順位

は、第２条第１項第７号に掲げる順序により、同

順位者がある場合には、年長者を先にする。 

 ３ 第３条第２項第３号の規定により支給する旅費

は、第２４条第１項第１号の規定に準じて計算し

た居住地から帰住地までの鉄道賃、船賃、車賃及

び食卓料とする。 

  

 第３章 外国旅行の旅費 

  

  （本邦通過の場合の旅費） 

 第２９条 外国旅行中本邦を通過する場合には、そ

の本邦内の旅行について支給する旅費は、前章に

規定するところによる。ただし、外国航路の船舶

又は航空機により本邦を出発し、又は本邦に到着

した場合における船賃又は航空賃並びに本邦を出

発した日からの日当及び食卓料又は本邦に到着し

た日までの日当及び食卓料については、この章に
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規定するところによる。 

  

 （鉄道賃） 

 第３０条 鉄道賃の額は、現に支払った旅客運賃、

急行料金及び寝台料金（これらのものに対する通

行税を含む。）による。 

 ２ 急行料金及び寝台料金は、公務上の必要により

別に急行料金又は寝台料金を必要とした場合に限

り、支給する。 

 ３ 特別の座席の設備を利用するための旅客運賃は、

任命権者が市長と協議して定める旅行に該当する 

場合に限り、支給する。 

  

 （船賃） 

 第３１条 船賃の額は、現に支払った旅客運賃（は

しけ賃及び桟橋賃を含む。）及び寝台料金（これ

らのものに対する通行税を含む。）による。 

 ２ 寝台料金は、公務上の必要により別に寝台料金

を必要とした場合に限り、支給する。 

 ３ 特別の船室を利用するための旅客運賃は、任命

権者が市長と協議して定める旅行に該当する場合

に限り、支給する。 

  

  （航空賃） 

第３２条 航空賃の額は、現に支払った旅客運賃に

よる。 

２ 特別の座席の設備を利用するための旅客運賃は、

 任命権者が市長と協議して定める旅行に該当する

場合に限り、支給する。 

  

 （車賃） 

 第３３条 車賃の額は、実費額による。 

  

  （日当、宿泊料及び食卓料） 

 第３４条 日当及び宿泊料の額は、旅行先の区分に

応じた別表第２の定額による。 

 ２ 第３０条第２項の規定により寝台料金を支給す

る場合における宿泊料の額は、前項の規定にかか

わらず、旅行先の区分に応じた別表第２の定額の

１０分の７に相当する額による。 

 ３ 食卓料の額は、別表第２の定額による。 

 ４ 第２０条第２項及び第２１条第２項の規定は、

外国旅行の場合の宿泊料及び食卓料について準用

する。 

  

（渡航雑費）  （旅行雑費） 

第１９条 渡航雑費は、外国旅行に要する雑費とし、

 その額は、予防接種に係る費用、旅券の交付手数

第３５条 旅行雑費の額は、旅行者の予防注射料、

旅券の交付手数料及び査証手数料、外貨交換手数
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料及び査証手数料、外貨交換手数料並びに入出国

税その他外国旅行に必要なものとして規則で定め

る費用の額とする。 

料、入出国税並びに旅客サービス施設利用料の実

費額による。 

  

（死亡手当） （死亡手当） 

第２０条 死亡手当は、職員又はその配偶者若しく

は子の外国における死亡（第３条第２項第５号又

は第７号に規定する場合に限る。）に伴う諸雑費

に充てるための費用とし、その額は、９３万円と

する。 

第３６条 死亡手当の額は、第３条第２項第５号の

規定に該当する場合に、別表第２の定額による。 

 ２ 職員が第３条第２項第５号の規定に該当し、か

つ、その死亡地が本邦である場合における死亡手

当の額は、前項の規定にかかわらず、第２８条第

１項第１号の規定に準じて計算した旅費の額によ

る。 

 ３ 第２８条第２項の規定は、第１項又は前項の規

定による死亡手当の支給を受ける遺族の順位につ

いて準用する。 

  

 （同一地域内の旅行の旅費） 

 第３７条 第２６条の規定は、外国の同一地域内に

おける旅行の旅費について準用する。 

  

第３章 雑則  

  

（退職者等の旅費） （退職者等の旅費） 

第２１条 第３条第２項第１号又は第４号の規定に

より支給する旅費は、退職等の日の翌日から３月

以内における当該退職等に伴う旅行又は本邦への

帰住について、出張又は赴任の例に準じて規則で

定めるものとする。 

第３８条 第３条第２項第４号の規定により支給す

る旅費は、その都度任命権者が市長と協議して定

める。 

２ 前項の場合において、退職等となった職員が家

族を移転するときは、同項に規定する旅費に、転

居費のうち家族の転居に要する費用及び家族移転

費に相当するものを加えるものとする。 

 

３ 旅行命令権者は、天災その他やむを得ない事情

がある場合には、第１項に規定する期間を延長す

ることができる。 

 

  

（遺族等の旅費）  

第２２条 第３条第２項第２号、第３号又は第５号

から第７号までの規定により支給する旅費（死亡

手当に係るものを除く。）は、出張又は赴任の例

に準じて規則で定めるものとする。 

 

  

（証人等の旅費）  

第２３条 第３条第４項の規定により支給する旅費 

 は、他の条例に特別の定めがある場合を除くほか、
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 任命権者が市長と協議して定めるものとする。 

  

 第４章 雑則 

  

（旅費の調整）  （旅費の調整） 

第２４条 任命権者は、旅行者が市以外の者から旅

費の支給を受ける場合その他旅行における特別の

事情により又は旅行の性質上この条例の規定によ

る旅費を支給した場合には不当に旅行の実費を超

えた旅費又は通常必要としない旅費を支給するこ

ととなる場合においては、その実費を超えること

となる部分の旅費又はその必要としない部分の旅

費を支給しないことができる。 

 

第３９条 任命権者は、旅行者が公用の交通機関、

宿泊施設等を利用して旅行した場合その他当該旅

行における特別の事情により又は当該旅行の性質

上この条例の規定による旅費を支給した場合には

不当に旅行の実費を超えた旅費又は通常必要とし

ない旅費を支給することとなる場合においては、

その実費を超えることとなる部分の旅費又はその

必要としない部分の旅費を支給しないことができ

る。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

  

（旅費の特例） （旅費の特例） 

第２５条 ［略］ 第４０条 ［略］ 

２ 職員（さいたま市職員の給与に関する条例（平

成１３年さいたま市条例第４２号）第１５条第１

項各号に規定する通勤することが著しく困難であ

る職員以外の職員であって、徒歩のみにより通勤

（職員が勤務のため、その者の住所又は居所と在

勤公署との間を移動することをいう。以下この項

において同じ。）するものとした場合の通勤距離

が片道２キロメートル未満であるものを除く。）

が、天災その他やむを得ない事情（規則で定める

場合に限る。）により、常例としている通勤の経

路又は方法と異なる経路又は方法で通勤したとき

は、当該通勤を出張とみなし、旅費を支給するこ

とができる。 

 

  

（旅費の返納）  

第２６条 市長は、旅行者又は旅行役務提供者がこ

の条例又はこの条例に基づく規則に違反して旅費

の支給又は旅費に相当する金額の支払を受けた場

合には、当該旅費又は当該金額を返納させなけれ

ばならない。 

 

２ 旅行者がこの条例又はこの条例に基づく規則に

違反して旅費の支給を受けた場合には、市長は、

前項に規定する返納に代えて、市長がその後にお

いてその者に対し支出し、又は支払う給与又は旅

費の額から、当該旅費に相当する金額を差し引く

ことができる。 

 

３ 前項に規定する給与の種類は、規則で定める。  

  

（旅費の支給額の上限）  

第２７条 鉄道賃、船賃、航空賃及びその他の交通

費（第１２条第２項に規定する場合を除く。）（
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家族移転費のうちこれらに相当する部分を含む。

）に係る旅費の支給額は、第９条第１項各号、第

１０条第１項各号、第１１条第１項各号及び第１

２条第１項各号に掲げる各費用について、当該各

条及び第６条の規定により計算した額と現に支払

った額を比較し、当該各費用ごとのいずれか少な

い額を合計した額とする。 

２ 宿泊費、包括宿泊費、転居費、着後滞在費（宿

泊手当に相当する部分を除く。）、家族移転費（

宿泊手当に相当する部分を除く。）及び渡航雑費

に係る旅費の支給額は、当該各種目について第６

条、第１３条、第１４条、第１６条、第１７条、

第１８条第１項及び第１９条の規定により計算し

た額と現に支払った額を比較し、当該各種目ごと

のいずれか少ない額を合計した額とする。 

 

  

第２８条 ［略］ 第４１条 ［略］ 

  

 別表第１及び別表第２を削る。 
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（さいたま市証人等の実費弁償に関する条例の一部改正） 

第２条 さいたま市証人等の実費弁償に関する条例（平成１３年さいたま市条例第３

８号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （実費弁償の額及び支給方法）  （実費弁償の額及び支給方法） 

第３条 実費弁償の額及び支給方法は、さいたま市

職員等の旅費に関する条例（平成１３年さいたま 

 市条例第４５号）の適用を受ける職員（同条例第

２条第１０号に規定する市長等を除く。）の例に

よる。 

第３条 実費弁償の額及び支給方法は、さいたま市

職員等の旅費に関する条例（平成１３年さいたま 

 市条例第４５号）の適用を受ける職員の例による。

 ただし、日当については、１日につき３，０００ 

 円を超えない範囲内で市長の定める額を支給する。

２ 前項の額に加えて、日当として、１日につき３ 

，０００円を実費弁償として支給する。 

 

３ ［略］ ２ ［略］ 

  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後のさいたま市職員等の旅費に関する条例（以下「新条

例」という。）の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に

新条例第２条第２号に規定する旅行命令権者が新条例第４条第１項に規定する旅行

命令等を発する旅行について適用し、施行日前に第１条の規定による改正前のさい

たま市職員等の旅費に関する条例（以下「旧条例」という。）第２条第１項第２号

に規定する旅行命令権者が旧条例第４条第１項に規定する旅行命令等を発した旅行

については、なお従前の例による。ただし、施行日前に旧条例第２条第１項第２号

に規定する旅行命令権者が旧条例第４条第１項に規定する旅行命令等を発し、かつ、

施行日以後に新条例第２条第２号に規定する旅行命令権者が新条例第４条第３項の
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規定により当該旅行命令等を変更する旅行については、新条例の規定は、当該旅行

のうち当該変更の日以後の期間に対応する分について適用し、当該旅行のうち当該

変更の日前の期間に対応する分については、なお従前の例による。 

３ 新条例第３条第２項の規定は、施行日以後に退職（免職を含む。）、失職若しく

は休職（以下この項において「退職等」という。）となった場合又は死亡した場合

について適用し、施行日前に退職等となった場合又は死亡した場合については、な

お従前の例による。 

４ 新条例第３条第５項及び第６項の規定は、これらの項に規定する者が同条第１項、

第２項及び第４項の規定により旅費の支給を受けることができる場合について適用

し、旧条例第３条第１項、第２項及び第４項の規定により旅費の支給を受けること

ができる場合については、なお従前の例による。 

５ 新条例第２６条の規定は、新条例又はこれに基づく規則の規定に違反して旅費の

支給を受けた場合について適用する。 

６ 第２条の規定による改正後のさいたま市証人等の実費弁償に関する条例の規定は、

施行日以後に改正後のさいたま市証人等の実費弁償に関する条例第２条各号に掲げ

る者が出頭し、参加し、又は出席した場合について適用し、施行日前に出頭し、参

加し、又は出席した場合については、なお従前の例による。 
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議案第１４３号 

   さいたま市心身障害者医療費支給条例の一部を改正する条例の制定について 

 さいたま市心身障害者医療費支給条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

   さいたま市心身障害者医療費支給条例の一部を改正する条例 

さいたま市心身障害者医療費支給条例（平成１３年さいたま市条例第１６８号）の

一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当 

該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （定義）  （定義） 
第２条 この条例において「心身障害者」とは、次

の各号のいずれかに該当する者をいう。 
第２条 この条例において「心身障害者」とは、次

の各号のいずれかに該当する者をいう。 
⑴・⑵ ［略］ ⑴・⑵ ［略］ 

 ⑶ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（

昭和２５年法律第１２３号）第４５条に規定す

る精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者又

は特別の理由により当該精神障害者保健福祉手

帳を所持していない者で、次のいずれかに該当

するもの 
 
 
  ア 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

施行令（昭和２５年政令第１５５号）第６条

第３項に定める１級の障害を有する者 
  イ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

施行令第６条第３項に定める２級の障害を有

する者で、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（平成１７年法

律第１２３号。以下「障害者総合支援法」と

いう。）第５４条第１項に規定する支給認定

（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律施行令（平成１８年政令

第１０号）第１条の２第３号に規定する精神

 ⑶ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（

昭和２５年法律第１２３号）第４５条に規定す

る精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者又

は特別の理由により当該精神障害者保健福祉手

帳を所持していない者で、精神保健及び精神障

害者福祉に関する法律施行令（昭和２５年政令

第１５５号）第６条第３項に定める１級の障害

を有するもの 
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通院医療に係るものに限る。以下「精神通院

医療」という。）を受けているもの 
 ⑷・⑸ ［略］  ⑷・⑸ ［略］ 
２～５ ［略］ ２～５ ［略］ 
  

（対象者）  （対象者） 
第３条 医療費助成金の支給の対象となる者（以下

「対象者」という。）は、医療保険各法に規定す

る被保険者、組合員若しくは加入者（被保険者、

組合員又は加入者であった者を含む。以下「被保

険者等」という。）又は被扶養者である心身障害

者であって、次の各号のいずれかに該当するもの

とする。 

第３条 医療費助成金の支給の対象となる者（以下

「対象者」という。）は、医療保険各法に規定す

る被保険者、組合員若しくは加入者（被保険者、

組合員又は加入者であった者を含む。以下「被保

険者等」という。）又は被扶養者である心身障害

者であって、次の各号のいずれかに該当するもの

とする。 
 ⑴ 市内に住所を有する者。ただし、次に掲げる

者を除く。 
 ⑴ 市内に住所を有する者。ただし、次に掲げる

者を除く。 
  ア 他の市町村（特別区を含む。以下同じ。） 

から障害者総合支援法第２９条又は第３０条 

の規定による指定障害福祉サービス等又は基 

準該当障害福祉サービスに対する介護給付費、

訓練等給付費、特例介護給付費又は特例訓練 

等給付費の支給を受け、障害者総合支援法第 

５条第１１項に規定する障害者支援施設若し 

くは同条第６項に規定する主務省令で定める 

施設（次号において「障害者支援施設」とい

う。）、身体障害者福祉法第１８条第２項に 

規定する指定医療機関（以下「指定医療機関 

」という。）又は独立行政法人国立重度知的 

障害者総合施設のぞみの園が設置する施設（ 

以下「のぞみの園」という。）に入所し、入 

院し、又は入居している者（障害者総合支援 

法第５条第１８項に規定する共同生活援助（ 

以下「共同生活援助」という。）を行う住居 

に入居している者を含む。） 

  ア 他の市町村（特別区を含む。以下同じ。）

から障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成１７年法律第１

２３号。以下「障害者総合支援法」という。

）第２９条又は第３０条の規定による指定障

害福祉サービス等又は基準該当障害福祉サー

ビスに対する介護給付費、訓練等給付費、特

例介護給付費又は特例訓練等給付費の支給を

受け、障害者総合支援法第５条第１１項に規

定する障害者支援施設若しくは同条第６項に

規定する主務省令で定める施設（次号におい

て「障害者支援施設」という。）、身体障害

者福祉法第１８条第２項に規定する指定医療

機関（以下「指定医療機関」という。）又は

独立行政法人国立重度知的障害者総合施設の

ぞみの園が設置する施設（以下「のぞみの園

」という。）に入所し、入院し、又は入居し

ている者（障害者総合支援法第５条第１７項

に規定する共同生活援助（以下「共同生活援

助」という。）を行う住居に入居している者

を含む。） 

  イ～コ ［略］   イ～コ ［略］ 

⑵～⒀ ［略］ ⑵～⒀ ［略］ 
２ 前項の規定（同項第１号アからコまでの規定を

除く。）にかかわらず、次の各号のいずれかに該

当する者は、対象者としない。 

２ 前項の規定（同項第１号アからコまでの規定を

除く。）にかかわらず、次の各号のいずれかに該

当する者は、対象者としない。 
⑴～⑷ ［略］ ⑴～⑷ ［略］ 

 ⑸ 前条第１項第３号イに該当する者で、同項各

号（第３号イを除く。）のいずれにも該当しな

いもの（以下「２級の精神障害を有する者」と

いう。）で次のいずれかに該当するもの 

 

  ア さいたま市妊婦健康診査費及び子育て支援

医療費の助成に関する条例（平成１９年さい

たま市条例第５３号）第６条第１項の規定に

よる子育て支援医療費助成金の支給を現に受
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けている受給資格者が監護する乳幼児・児童 
  イ さいたま市ひとり親家庭等医療費支給条例

（平成１３年さいたま市条例第１８０号）第

７条第１項の規定によるひとり親家庭等医療

費の支給を現に受けている受給資格者又は当

該受給資格者が監護する児童 

 

 ⑹ ［略］  ⑸ ［略］ 
  

（医療費助成金の支給）  （医療費助成金の支給） 
第４条 市長は、次条第２項、第４項及び第５項に

おいて登録を受けた者（以下「受給資格登録者」

という。）に対し、医療費助成金として一部負担

金の額を支給するものとする。ただし、受給資格

登録者が、２級の精神障害を有する者である場合

は、当該者に対し、医療費助成金として精神通院

医療に係る一部負担金の額に限り支給するものと

する。 

第４条 市長は、次条第２項において登録を受けた

者（以下「受給資格登録者」という。）に対し、

医療費助成金として一部負担金の額を支給するも

のとする。 

２～６ ［略］ ２～６ ［略］ 
   

（受給資格の登録） （受給資格の登録） 
第５条 ［略］ 第５条 ［略］ 
２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 
４ 市長は、第３条第２項第５号アに掲げる者に該

当したことにより対象者でなくなった者が、さい

たま市妊婦健康診査費及び子育て支援医療費の助

成に関する条例による受給資格を喪失し、再び対

象者の要件を満たすと認める場合にあっては、第

１項及び第２項の規定にかかわらず、当該者を受

給資格登録者として登録するものとする。 

 

５ 市長は、第３条第２項第５号イに掲げる者に該 

当したことにより対象者でなくなった者が、さい

たま市ひとり親家庭等医療費支給条例による受給

資格を喪失し、再び対象者の要件を満たすと認め

る場合その他の規則で定める場合にあっては、第

１項及び第２項の規定にかかわらず、当該者を受

給資格登録者として登録するものとする。 

 

  

附 則 

 （施行期日） 
１ この条例は、令和８年１月１日から施行する。ただし、第３条の改正（「第５条 

第１７項」を「第５条第１８項」に改める部分に限る。）は、公布の日から施行す

る。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後のさいたま市心身障害者医療費支給条例（以下「改正後の 
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 条例」という。）第３条第２項第５号の２級の精神障害を有する者に該当する者（ 

 次項において「２級の精神障害を有する者」という。）が改正後の条例第５条第２

項、第４項及び第５項の規定により登録を受けた場合において、当該者に係る改正

後の条例第４条第１項ただし書に規定する医療費助成金（この条例の施行の日（以

下「施行日」という。）から令和８年６月３０日までの診療に係るものに限る。以

下この項において同じ。）については、当該者が改正後の条例第２条第５項に規定

する医療機関等で医療を受け、かつ、当該医療機関等から当該医療に要した費用に

係る情報の提供があった場合において、その内容を審査し、適当であると市長が認

めたときは、改正後の条例第８条第１項及び第２項の規定にかかわらず、当該者に

対し医療費助成金を支給することができる。この場合において、市長は、当該者に

当該医療費助成金に係る情報を通知するものとする。 

３ 施行日において２級の精神障害を有する者が施行日から令和８年３月３１日まで

の間に改正後の条例第５条第２項の規定による登録を受けた場合には、当該２級の

精神障害を有する者に対し、施行日から当該登録をした日の前日までの改正後の条

例第４条第１項ただし書の規定による医療費助成金を支給する。 
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議案第１４４号 

   さいたま市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例の制定について 

 さいたま市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

   さいたま市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例 

さいたま市放課後児童クラブ条例（平成１３年さいたま市条例第１７８号）の一部

を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

別表（第２条関係） 
名称 位置 定員 

 ［略］ 
さいたま市立

大久保東放課

後児童クラブ 
 
 
 
 
 
 

 ［略］ 

 ［略］ 
さいたま市立

大牧放課後児

童クラブ 
 
 
 
 
 
 

 ［略］ 

 ［略］ 
さいたま市立  ［略］ 

別表（第２条関係） 
名称 位置 定員 

 ［略］ 
さいたま市立

大久保東放課

後児童クラブ 

 ［略］ 

さいたま市立

三室放課後児

童クラブ 

さいたま市緑区松

木１丁目４番地１

１ 

５０人 

さいたま市立

上木崎放課後

児童クラブ 

さいたま市浦和区

上木崎３丁目１１

番３３号 

５０人 

 ［略］ 
さいたま市立

大牧放課後児

童クラブ 

 ［略］ 

さいたま市立

本太放課後児

童クラブ 

さいたま市浦和区

本太４丁目３番３

９号 

５０人 

さいたま市立

大門放課後児

童クラブ 

さいたま市緑区大

字大門１３６１番

地１３ 

５０人 

 ［略］ 
さいたま市立  ［略］ 
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大東放課後児

童クラブ 
 
 
 

 

［略］ 
さいたま市立

三橋放課後児

童クラブ 
 
 

［略］ 

 ［略］ 
さいたま市立

与野南放課後

児童クラブ 
 
 

 ［略］ 

［略］ 
さいたま市立

大砂土放課後

児童クラブ 

 ［略］ 

［略］ 
さいたま市立

太田放課後児

童クラブ 

 ［略］ 

［略］ 
 

大東放課後児

童クラブ 
 

さいたま市立

文蔵放課後児

童クラブ 

さいたま市南区文

蔵４丁目１９番３

号 

５０人 

［略］ 
さいたま市立

三橋放課後児

童クラブ 

 ［略］ 

さいたま市立

植竹放課後児

童クラブ 

さいたま市北区盆

栽町４３０番地 
３０人 

［略］ 
さいたま市立

与野南放課後

児童クラブ 

 ［略］ 

さいたま市立

神田放課後児

童クラブ 

さいたま市桜区大

字神田５４１番地

１ 

５０人 

［略］ 
さいたま市立

大砂土放課後

児童クラブ 

 ［略］ 

さいたま市立

大久保放課後

児童クラブ 

さいたま市桜区大

字五関２１番地 
５０人 

［略］ 
さいたま市立

太田放課後児

童クラブ 

 ［略］ 

さいたま市立

西原放課後児

童クラブ 

さいたま市岩槻区

西原４番９７号 
７０人 

［略］ 
 

  

   附 則 

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 
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議案第１４５号 

さいたま市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例の

一部を改正する条例の制定について 

さいたま市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例の一部

を改正する条例を次のように定める。 

令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

   さいたま市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例の

一部を改正する条例 

さいたま市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例（平成

３０年さいたま市条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当 

該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（診療の方針） 

第１８条 医師の診療の方針は、次に掲げるところ

によるものとする。 

 ⑴～⑸ ［略］ 
 ⑹ 別に厚生労働大臣が定める医薬品以外の医薬 

  品を入所者に施用し、又は処方してはならない。

  ただし、医薬品、医療機器等の品質、有効性及

び安全性の確保等に関する法律（昭和３５年法

律第１４５号）第２条第１８項に規定する治験

に係る診療において、当該治験の対象とされる

薬物を使用する場合においては、この限りでは

ない。 

（診療の方針） 

第１８条 医師の診療の方針は、次に掲げるところ

によるものとする。 

 ⑴～⑸ ［略］ 
 ⑹ 別に厚生労働大臣が定める医薬品以外の医薬 

  品を入所者に施用し、又は処方してはならない。

  ただし、医薬品、医療機器等の品質、有効性及

び安全性の確保等に関する法律（昭和３５年法

律第１４５号）第２条第１７項に規定する治験

に係る診療において、当該治験の対象とされる

薬物を使用する場合においては、この限りでは

ない。 

  

   附 則 

 この条例は、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律

等の一部を改正する法律（令和７年法律第３７号）の施行の日又はこの条例の公布の
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日のいずれか遅い日から施行する。 

-35-



  

 

議案第１４６号 

さいたま市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 

さいたま市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条

例を次のように定める。 

令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正す

る条例 

さいたま市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例（平成１３年さいた

ま市条例第２６３号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（建築物の高さの最高限度） （建築物の高さの最高限度） 

第９条 ［略］ 第９条 ［略］ 

２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 

５ 第１項の規定にかかわらず、別表第１に定める 

 適用区域の内、大門地区地区整備計画区域におい

て、同項の規定の施行又は適用の際現に存する建

築物で、その高さが別表第２カ欄に掲げる数値を

超えるものについて、同一の敷地において、同一

の所有者が建築物を建築する場合、１回に限り既

存の高さを限度として、建替えできるものとす

る。 

 

  

別表第１（第３条、第９条関係） 別表第１（第３条、第９条関係） 

項 名称 区域 

１～

７０ 

 ［略］ 

７１ 宮前地区

地区整備

計画区域 

都市計画法第２０条第１項

の規定により告示された宮

前地区地区計画の区域のう 

項 名称 区域 

１～

７０ 

 ［略］ 
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  ち、地区整備計画が定めら

れた区域 

７２ 大門下野

田地区地

区整備計

画区域 

都市計画法第２０条第１項

の規定により告示された大

門下野田地区地区計画の区

域のうち、地区整備計画が

定められた区域 

７３ 大門地区

地区整備

計画区域 

都市計画法第２０条第１項

の規定により告示された大

門地区地区計画の区域のう

ち、地区整備計画が定めら

れた区域 
 

   

別表第２に次のように加える。 

 ７１ 宮前地区地区整備計画区域 

区分 

地区 
ア イ ウ エ オ カ 

Ａ地

区（宮

前地区

地区計

画の地

区整備

計画図

に表示

するＡ

地区を

いう。

） 

次に掲げる用途に

供する建築物 

 ⑴ 法別表第２

(い)項第５号、

第６号（ただ

し、地区内に

存する事業所

が従業員のた

めに事業所に

附属して設け

る保育所を除

く。）、第７ 

号及び第８号、

同表(は)項第４ 

号、同表(に)項 

第５号、同表 

(ほ)項第３号、 

同表(ぬ)項第１ 

号並びに同表 

(わ)項第２号、 

第３号及び第 

６号から第８ 

号までに規定 

するもの 

 ⑵ 店舗、飲食

店その他これ

らに類する用

途に供するも

の（ただし、

地区内に存す

る事業所が従

業員のために 

  建築物の外壁又はこれに代わる柱 

の面から道路境界線までの距離は、

次の表の左欄に掲げる敷地面積の

区分に応じ、同表右欄に掲げる数

値 

敷地面積 数値 
３，０００
平方メート
ル以上 

２メートル（建築

物の外壁等は、宮

前地区地区計画の

地区整備計画図に

表示する壁面の位

置を越えて建築し

てはならない。） 
３，０００
平方メート
ル未満 

１メートル（建築

物の外壁等は、宮

前地区地区計画の

地区整備計画図に

表示する壁面の位

置を越えて建築し

てはならない。） 
 

３，０００

平方メート

ル（制限が

適用された

際現に３，

０００平方

メートルに

満たない敷

地面積が、

その後に増

加すること

となった場

合又は公衆

便所、公共

用歩廊その

他これらに

類する公共

公益上必要

な建築物で

ある場合に

ついては、

この限りで

ない。） 
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   事業所に附属

して設けるも

の及び地区内

に存する事業

所内で製造さ

れたものの直

売所を除く。

） 

 ⑶ 風営法第２

条第１項第２

号及び第３号

に規定する営

業を営む施設 

     

 Ｂ地

区（宮

前地区

地区計

画の地

区整備

計画図

に表示

するＢ

地区を

いう。

） 

次に掲げる用途に 

供する建築物以外 

の建築物  

⑴ 法別表第２

(い)項第１号に

規定するもの 

  ⑴ 建築物の外壁又はこれに代わ 

 る柱の面から道路境界線までの 

距離 １メートル（建築物の外 

壁等は、宮前地区地区計画の地 

区整備計画図に表示する壁面の 

位置を越えて建築してはならな 

い。） 

⑵ 建築物の外壁又はこれに代わ 

 る柱の面から隣地境界線までの 

 距離 ０．５メートル 

１５０平方

メートル 

 

  

７２ 大門下野田地区地区整備計画区域 

区分 

地区 
ア イ ウ エ オ カ 

Ａ地

区（大

門下野

田地区

地区計

画の地

区整備

計画図

に表示

するＡ

地区を

いう。

） 

次に掲げる用途に

供する建築物 

 ⑴ 法別表第２

(に)項第２号か

ら第６号まで

並びに同表(ほ)

項第２号及び

第３号に規定

するもの 

 ⑵ 風営法第２

条第１項第２

号及び第３号

に規定する営

業を営む施設 

  ⑴ 敷地面積１３５平方メートル 

以上の敷地にある建築物の外壁 

又はこれに代わる柱の面から、 

道路境界線及び隣地境界線まで 

の距離 １メートル 

⑵ ⑴において、当該限度に満た 

ない距離にある建築物又は建築 

物の部分で、次のアからエまで 

のいずれかに該当する場合は、 

この限りでない。 

ア 建築物に附属する物置その 

他これに類するもの（自動車 

車庫等を除く。）で軒の高さ 

が２．３メートル以下で、か 

つ、床面積が５平方メートル 

以内であるもの  

イ 建築物に附属する開放性の 

高い自動車車庫等で、軒の高 

さが２．３メートル以下であ 

るもの 

ウ 外壁又はこれに代わる柱の 

１３５平方

メートル（

制限が適用

された際現

に１３５平

方メートル

に満たない 

敷地面積が、

その後に増 

加すること 

となった場 

合又は公衆 

便所、巡査 

派出所、公 

共用歩廊そ 

の他これら 

に類する公 

益上必要な 

建築物であ 

る場合につ 

いては、こ 

１５メー

トル 
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    中心線の長さが３メートル以 

下であるもの 

エ 出窓（見付面積の２分の１ 

以上が窓であり、天袋、地袋 

その他これらに類するものを 

設けないものに限る。）で下 

端の床面から高さが３０セン 

チメートル以上、かつ、出幅 

５０センチメートル以下であ 

るもの 

の限りでな

い。） 

 

Ｂ地

区（大

門下野

田地区

計画の

地区整

備計画

図に表

示する

Ｂ地区 

をいう。

） 

次に掲げる用途に 

供する建築物 

 ⑴ 法別表第２ 

(は)項第６号に

規定するもの 

 ⑵ 風営法第２

条第１項第２

号及び第３号

に規定する営

業を営む施設 

 

  ⑴ 敷地面積１３５平方メートル 

以上の敷地にある建築物の外壁 

又はこれに代わる柱の面から、 

道路境界線及び隣地境界線まで 

の距離 １メートル 

⑵ ⑴において、当該限度に満た 

ない距離にある建築物又は建築 

物の部分で、次のアからエまで 

のいずれかに該当する場合は、 

この限りでない。 

ア 建築物に附属する物置その 

他これに類するもの（自動車 

車庫等を除く。）で軒の高さ 

が２．３メートル以下で、か 

つ、床面積が５平方メートル 

以内であるもの  

イ 建築物に附属する開放性の 

高い自動車車庫等で、軒の高 

さが２．３メートル以下であ 

るもの 

ウ 外壁又はこれに代わる柱の 

中心線の長さが３メートル以 

下であるもの 

エ 出窓（見付面積の２分の１ 

以上が窓であり、天袋、地袋 

その他これらに類するものを 

設けないものに限る。）で下 

端の床面から高さが３０セン 

チメートル以上、かつ、出幅 

５０センチメートル以下であ 

  るもの 

１３５平方

メートル（

制限が適用

された際現

に１３５平

方メートル

に満たない 

敷地面積が、

その後に増 

加すること 

となった場 

合又は公衆 

便所、巡査 

派出所、公 

共用歩廊そ 

の他これら 

に類する公 

益上必要な 

建築物であ 

る場合につ 

いては、こ 

の限りでな

い。） 

１５メー

トル 

 

 ７３ 大門地区地区整備計画区域 

区分 

地区 
ア イ ウ エ オ カ 

大門

地区地

区計画

の地区

整備計

第二種住居地域に 

指定されている地 

域については、次 

に掲げる用途に供 

する建築物 

  建築物の外壁又

はこれに代わる

柱の面から隣地

境界線までの距

離 

１００平方メート

ル（制限が適用さ

れた際現に１００

平方メートルに満 

たない敷地面積が、

⑴ １０メートル（

ただし、国道４６

３号又は国道１２

２号に接する敷地

で、当該道路境界
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画図に

表示す

る地区 

 ⑴ 法別表第２

(ほ)項第２号に

規定するもの 

⑵ 法別表第２ 

(に)項第２号か 

  ら第６号まで 

に規定するも 

の 

 ⑶ 店舗、飲食

店その他これ

らに類する用

途に供するも

ので、法別表

第２(は)項第５

号に規定する

以外のもの 

 ⑷ 危険物の貯

蔵又は処理に

供するもの（

ただし、建築

物に附属する

ものを除く。

） 

０．５メートル その後に増加する

こととなった場合

又は公衆便所、巡

査派出所その他こ

れらに類する公共

公益上必要な建築

物である場合につ

いては、この限り

でない。） 

線からの水平距離

が２５メートル以

内の範囲に限り１ 

 ２メートルとする。

 ） 

⑵ 建築物の各部分

の高さは、当該部

分から前面道路の

反対側の境界線又

は隣地境界線まで

の真北方向の水平

距離に１．２５を

乗じて得たものに

７メートルを加え 

 たもの以下とする。

附 則 

この条例は、令和７年１１月１日から施行する。 
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議案第１４７号 

さいたま市総合振興計画基本計画の改定について 

さいたま市総合振興計画基本計画を別冊のとおり改定することについて、さいたま

市議会の議決すべき事件等に関する条例（平成２２年さいたま市条例第４９号）第３

条第１項第１号の規定により議決を求める。 

令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 
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議案第１４８号 

議決事項の一部変更について（沼影公園解体工事請負契約） 

さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例の一部

を改正する条例（令和６年さいたま市条例第２８号）附則第２項の規定によりなお従

前の例によることとされた令和５年１２月（１１月繰上げ）議会において議決を得た

請負契約について（議案第２１６号。令和６年１２月（１１月繰上げ）議会において

議決を得て一部変更（議案第１９４号））、下記のとおり変更するため、同条例によ

る改正前のさいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条

例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第２条の規定により議決を求める。 

令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

３契約金額中「８９９，７３４，０００円」を「９１１，５３７，０００円」に変

更する。 
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議案第１４９号 

議決事項の一部変更について（（仮称）岩槻消防署城南地区出張所建設（建築

）工事請負契約） 

令和６年９月議会において議決を得た請負契約について（議案第１４８号）下記の

とおり変更するため、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分

に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第２条の規定により議決を求め

る。 

令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

３契約金額中「７１５，０００，０００円」を「７７１，９３６，０００円」に変

更する。 
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議案第１５０号 

議決事項の一部変更について（さいたま市立谷田小学校（１・３１・３２棟）

リフレッシュ改修（建築）工事請負契約） 

さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例の一部

を改正する条例（令和６年さいたま市条例第２８号）附則第２項の規定によりなお従

前の例によることとされた令和６年２月議会において議決を得た請負契約について（

議案第６１号。同年６月議会（議案第１１６号）において議決を得て一部変更）、下

記のとおり変更するため、同条例による改正前のさいたま市議会の議決に付すべき契

約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第２

条の規定により議決を求める。 

令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

３契約金額中「５４０，５７６，３００円」を「５４９，８８２，３００円」に変

更する。 
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議案第１５１号 

議決事項の一部変更について（さいたま市立指扇小学校解体工事請負契約） 

令和６年９月議会において議決を得た請負契約について（議案第１５０号）下記の

とおり変更するため、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分

に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第２条の規定により議決を求め

る。 

令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

３契約金額中「７５９，２２３，３００円」を「８００，７７０，３００円」に変

更する。 
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議案第１５２号 

議決事項の一部変更について（さいたま市立本太中学校（６・７・８・９・１

０・１８・２０・２５・３３・３４棟）リフレッシュ改修（建築）工事請負契

約） 

さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例の一部

を改正する条例（令和６年さいたま市条例第２８号）附則第２項の規定によりなお従

前の例によることとされた令和６年２月議会において議決を得た請負契約について（

議案第６２号。同年１２月（１１月繰上げ）議会（議案第１９５号）において議決を

得て一部変更）、下記のとおり変更するため、同条例による改正前のさいたま市議会

の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま市

条例第４８号）第２条の規定により議決を求める。 

令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

３契約金額中「１，１７４，２７９，７００円」を「１，１８１，１６７，９００

円」に変更する。 
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議案第１５３号 

議決事項の一部変更について（さいたま市立本太中学校（６・７・８・９・１

０・１８・２０・２５・３３・３４棟）リフレッシュ改修（機械設備）工事請

負契約） 

さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例の一部

を改正する条例（令和６年さいたま市条例第２８号）附則第２項の規定によりなお従

前の例によることとされた令和６年２月議会において議決を得た請負契約について（

議案第６３号。同年６月議会（議案第１１７号）において議決を得て一部変更）、下

記のとおり変更するため、同条例による改正前のさいたま市議会の議決に付すべき契

約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第２

条の規定により議決を求める。 

令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

記 

３契約金額中「３４９，３７６，５００円」を「３５９，５２９，５００円」に変

更する。 
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議案第１５４号 

財産の取得について 

下記のとおり財産を取得するため、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第３条の規定に

より議決を求める。 

令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

記 

１ 物件の表示 さいたま市緑区大字上野田３６２番１ほか 

さぎ山記念公園整備・運営管理事業により整備される特定公園施設 

２ 取 得 先 さいたま市緑区東浦和１丁目２１番地３ 

さぎ山記念公園ネットワーク共同企業体 

代表法人 株式会社内田緑化興業 

代表取締役 殿井 正仁 

３ 取 得 価 格 ９６，６９６，９００円 

４ 取 得 理 由 都市公園法（昭和３１年法律第７９号）に基づく公募設置管理制度

で実施中のさぎ山記念公園整備・運営管理事業により整備される特定

公園施設を市が取得するため。 
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（参考） 

物件の概要 

所在地 さいたま市緑区大字上野田３６２番１ほか 

特定公園施

設の概要 
園路及び広場、修景施設、休養施設、遊戯施設、便益施設等 
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県道さいたま鳩ケ谷線

対象公園

案 内 図

-50-



見 取 図 
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じ ゃ ぶ じ ゃ ぶ 水 路

ベ ン チ 改 修

駐 車 場 整 備

芝 生

休 憩 施 設
 （ 屋 上 ）

シ ェ イ ド ガ ー デ ン遊 具ベ ン チ 改 修

健 康 遊 具

駐 車 場 Ｂ

園 路

薬 木 園

ト イ レ 改 修

公 募 対 象 公 園 施 設 ※

※公募対象公園施設は
　譲渡を受けるものではありません。



 

議案第１５５号 

財産の取得について 

下記のとおり財産を取得するため、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第３条の規定に

より議決を求める。 

令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

１ 物件の表示 災害対応特殊はしご付消防ポンプ自動車 １台 

２ 取 得 先 東京都港区芝５丁目３６番７号三田ベルジュビル１９階 

株式会社モリタ東京支店 

支店長 山北 忠司 

３ 取 得 価 格 ２０７，６８０，０００円 

４ 取 得 理 由 災害現場における消火活動及び救助活動に充てるため。 
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議案第１５６号 

財産の取得について 

下記のとおり財産を取得するため、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第３条の規定に

より議決を求める。 

令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

１ 物件の表示 救急自動車 ７台 

２ 取 得 先 さいたま市中央区下落合６丁目１番１８号 

埼玉トヨタ自動車株式会社新車特販部 

部長 田部井 卓 

３ 取 得 価 格 ２７８，７４０，０００円 

４ 取 得 理 由 救急現場における救急活動に充てるため。 
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議案第１５７号 

財産の取得について 

下記のとおり財産を取得するため、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第３条の規定に

より議決を求める。 

令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

１ 物件の表示 救助工作車Ⅱ型 １台 

２ 取 得 先 東京都港区芝５丁目３６番７号三田ベルジュビル１９階 

株式会社モリタ東京支店 

支店長 山北 忠司 

３ 取 得 価 格 １７２，７００，０００円 

４ 取 得 理 由 救助現場における救助活動に充てるため。 
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議案第１５８号 

財産の取得について 

下記のとおり財産を取得するため、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第３条の規定に

より議決を求める。 

令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

１ 物件の表示 大型水槽車 １台 

２ 取 得 先 東京都八王子市中野上町２丁目３１番１号 

日本機械工業株式会社本社営業部 

部長 山下 康弘 

３ 取 得 価 格 ９８，６７０，０００円 

４ 取 得 理 由 災害現場における消防活動に充てるため。 
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議案第１５９号 

裁判上の和解について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により、東

京高等裁判所令和○年（○）第○○○号所有権確認請求控訴事件に関し、下記のとお

り裁判上の和解をすることについて議決を求める。 

令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

１ 和解の内容 

 ⑴ 控訴人と被控訴人間で物件目録記載の土地（以下「本件土地」という。）が控

訴人の所有であることを確認する。 

 ⑵ 控訴人は被控訴人に対し、本日、本和解に基づき、本件土地を譲渡することを

約した。 

 ⑶ 被控訴人は控訴人に対し、本日、本和解に基づく⑵の譲渡の対価を含む和解金

として金３５０万円の支払い義務があることを認める。 

 ⑷ 控訴人は、被控訴人が作成し所持している地図などの資料を利用し、本件土地

の分筆及び控訴人名義の表示登記手続をした上、その所有権移転登記手続の日ま

でに、所有権保存登記手続をする。なお、前記登記手続費用は控訴人の負担とす

る。 

 ⑸ 被控訴人は控訴人に対し、控訴人が指定する日までに、⑶に定める和解金３５

０万円を控訴人の指定する方法により支払う。 

 ⑹ 控訴人は、⑸の支払いを受けたときは、被控訴人に対し、その支払いを受けた

日から２週間以内に本件土地を現状有姿のまま引渡し、本裁判上の和解を登記原

因とする所有権移転登記手続をする。なお、同登記手続費用は、被控訴人の負担

とする。 

 ⑺ 控訴人は被控訴人に対し、本件譲渡について契約不適合責任を負担しない。 

 ⑻ 被控訴人はその余の請求を放棄する。 

 ⑼ 控訴人と被控訴人は、控訴人と被控訴人との間において、本件に関し、本和解

条項に定めるもののほか何ら債権債務のないことを相互に確認する。 
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 ⑽ 訴訟費用は、第１審、第２審を通じて、各自の負担とする。 

２ 当 事 者 控 訴 人 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市 

             代表者 市長 清水 勇人 

        被控訴人 ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

             ○○○○○○○○○○○○○○○ 
             代表取締役 ○○ ○○ 
３ 事件の概要 さいたま市○○○○○○○○○○○○○○○○の間の土地について、 

被控訴人株式会社○○○○○○○○○○○が長期取得時効により所有 

権を取得していることが確認された第１審の判決に不服があるとして、 

控訴人さいたま市が原判決の取消しを求めて控訴したもの 
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物 件 目 録 

 
１ 土地の所在 

 さいたま市○○○○○○○○の下記⑴と⑵の土地の間に所在する別紙図面の譲渡対 

象地 

２ 土地の地積 

 地 積 １５．７㎡ 

 

記 

 

 ⑴ 所 在 ○○○○○○○○○○○○○ 

   地 番 ○○○ 

   地 目 宅地 

   地 積 １７３．７１㎡ 

 

 ⑵ 所 在 ○○○○○○○○○○○○○ 

   地 番 ○○○ 

   地 目 宅地 

   地 積 ２１４．８７㎡ 

 

※ 土地の所在については、本裁判上の和解時に本件土地の分筆登記手続が完了して 

いる場合には、その表示登記記載の所在・地番・地目・地積を表示することとする。 
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譲渡対象地

(1)
(2)

（別紙）

省略
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議案第１６０号 

   指定管理者の指定について 

 三室中央公園の指定管理者について、下記のとおり指定したいので、地方自治法（

昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により議決を求める。 

  令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

記 

１ 指定管理者に管理を行わせる施設 

⑴ 所在地 さいたま市緑区大字三室１３０５番１の一部 

⑵ 名 称 三室中央公園 

２ 指定管理者に指定する団体 

 ⑴ 所在地 さいたま市緑区東浦和１丁目２１番地３ 

 ⑵ 名 称 ヌゥパーク共同企業体 

 ⑶ 代表者 株式会社内田緑化興業 
代表取締役 殿井 正仁 

３ 指定する期間 

  令和７年１０月２５日から令和２７年９月３０日まで 

-60-



議案第１６１号 

   市道路線の認定について 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により、下記のとおり市

道路線を認定することについて、同条第２項の規定により議決を求める。 

  令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 
 

路  線  名 
 
延  長 

   ｍ 

 
幅 員 

  ｍ 
起   点 終   点 重要な経過地 

Ａ 第 ８ ４ １ 号 線 60 15 4 00 

さいたま市桜区大字

下大久保字新田１１

０２番１４地先 

さいたま市桜区大字

下大久保字新田１１

０２番１０地先 

 

Ｂ 第 ５ ４ ５ 号 線 92 00 4 00 

さいたま市桜区栄和

一丁目３６６番４地

先 

さいたま市桜区栄和

一丁目３６６番１７

地先 

 

１ ２ ９ ６ ７ 号 線 105 39 0 

 

91 

 

さいたま市大宮区宮

町四丁目５２番３地

先 

さいたま市大宮区宮

町四丁目４２番地先 
 

１ ２ ９ ６ ８ 号 線 15 11 0 91 

さいたま市大宮区宮

町四丁目４１番地先 

 

さいたま市大宮区宮

町四丁目４１番地先 
 

２ ２ ６ １ ９ 号 線 80 68 4 

 

00 

 

さいたま市見沼区東

宮下三丁目４番２地

先 

さいたま市見沼区東

宮下三丁目１２番２

地先 

 

２ ２ ６ ２ ０ 号 線 147 84 6 00 

さいたま市見沼区大

字中川字諏訪８６３

番２３地先 

さいたま市見沼区大

字中川字諏訪８６３

番１１地先 
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議案第１６２号 

   市道路線の廃止について 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定により、下記のとおり

市道路線を廃止することについて、同条第３項の規定により議決を求める。 

  令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 
 

路  線  名 

 

延  長 

   ｍ 

 

幅 員 

  ｍ 

起   点 終   点 重要な経過地 

１ ０ １ １ ４ 号 線 137 81 0 91 

さいたま市大宮区宮

町四丁目５２番３地

先 

さいたま市大宮区宮

町四丁目４１番地先 
 

２ ０ ８ ３ ８ 号 線 65 66 0 92 

さいたま市見沼区大

字東新井字新田４１

４番地先 

さいたま市見沼区大

字東新井字新田４１

７番地先 

 

２ １ ６ ４ ２ 号 線 14 60 4 00 

さいたま市見沼区東

宮下三丁目４番２地

先 

さいたま市見沼区東

宮下三丁目４番２地

先 

 

４ １ ４ ６ ４ 号 線 170 00 0 90 

さいたま市西区大字

佐知川字前１０２３

番１地先 

さいたま市西区大字

佐知川字前１０３４

番１地先 

 

４ １ ５ １ ２ 号 線 41 00 

5 

～ 

5 

43 

 

50 

さいたま市西区大字

佐知川字金山１３９

９番５地先 

さいたま市西区大字

佐知川字金山１３９

９番１地先 
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凡 例

認 定 路 線

起点 終点

起点 終点

廃 止 路 線

Ｌ ＝ 延 長 Ｗ ＝ 幅 員
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参 考 案 内 図

Ａ第８４１号線認定
L=60.15m W=4.00m

下大久保
交差点
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参 考 案 内 図

Ｂ第５４５号線認定
L=92.00m W=4.00m

栄和小学校

栄和公民館
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参 考 案 内 図

１２９６７号線認定
L=105.39m W=0.91m

１２９６８号線認定
L=15.11m W=0.91m

１０１１４号線廃止
L=137.81m W=0.91m

大栄橋
交差点
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参 考 案 内 図

２２６１９号線認定
L=80.68m W=4.00m

東宮下
親水公園

主
要
地
方
道
さ
い
た
ま
幸
手

線

２１６４２号線廃止
L=14.60m W=4.00m
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参 考 案 内 図

２２６２０号線認定
L=147.84m W=6.00m
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参 考 案 内 図

２０８３８号線廃止
L=65.66m W=0.92m

猿花キャンプ場
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参 考 案 内 図

４１４６４号線廃止
L=170.00m W=0.90m

準用河川新川

県立大宮光陵高校
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参 考 案 内 図

馬宮中学校

４１５１２号線廃止
L=41.00m W=5.43～5.50m
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議案第１６３号 

   人事委員会委員の選任について 

 さいたま市人事委員会委員に下記の者を選任したいので、地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号）第９条の２第２項の規定により同意を求める。 

  令和７年９月３日提出 

                      さいたま市長 清 水 勇 人   

記 

住   所 氏   名 生 年 月 日 

○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○ 
高見澤 章 ○○○○○○○○○ 
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議案第１６４号 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 人権擁護委員候補者として下記の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４

年法律第１３９号）第６条第３項の規定により意見を求める。 

  令和７年９月３日提出 

                      さいたま市長 清 水 勇 人   

記 

住   所 氏   名 生 年 月 日 

○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○ 
川﨑 慎一 ○○○○○○○○○○ 
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議案第１６５号 

   さいたま市議会資産等公開審査会委員の委嘱について 

 さいたま市議会資産等公開審査会委員に下記の者を委嘱したいので、さいたま市議

会資産等公開審査会条例（平成１５年さいたま市条例第４４号）第５条第２項の規定

により同意を求める。 

  令和７年９月３日提出 

                      さいたま市長 清 水 勇 人   

記 

住   所 氏   名 生 年 月 日 

○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○ 
井口 亜香根 ○○○○○○○○○○ 
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議案第１６６号 

   さいたま市議会資産等公開審査会委員の委嘱について 

 さいたま市議会資産等公開審査会委員に下記の者を委嘱したいので、さいたま市議

会資産等公開審査会条例（平成１５年さいたま市条例第４４号）第５条第２項の規定

により同意を求める。 

  令和７年９月３日提出 

                      さいたま市長 清 水 勇 人   

記 

住   所 氏   名 生 年 月 日 

○○○○○○○○ 

○○○○○○○ 
菅野 宰子 ○○○○○○○○○ 
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議案第１６７号 

   さいたま市議会資産等公開審査会委員の委嘱について 

 さいたま市議会資産等公開審査会委員に下記の者を委嘱したいので、さいたま市議

会資産等公開審査会条例（平成１５年さいたま市条例第４４号）第５条第２項の規定

により同意を求める。 

  令和７年９月３日提出 

                      さいたま市長 清 水 勇 人   

記 

住   所 氏   名 生 年 月 日 

○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○ 

沼尻 隆一 ○○○○○○○○○○○ 
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議案第１６８号 

   さいたま市議会資産等公開審査会委員の委嘱について 

 さいたま市議会資産等公開審査会委員に下記の者を委嘱したいので、さいたま市議

会資産等公開審査会条例（平成１５年さいたま市条例第４４号）第５条第２項の規定

により同意を求める。 

  令和７年９月３日提出 

                      さいたま市長 清 水 勇 人   

記 

住   所 氏   名 生 年 月 日 

○○○○○ 

○○○○○○○○ 

○○○○○ 

山内 まなみ ○○○○○○○○○○○ 

 

 

-77-



議案第１６９号 

   さいたま市議会資産等公開審査会委員の委嘱について 

 さいたま市議会資産等公開審査会委員に下記の者を委嘱したいので、さいたま市議

会資産等公開審査会条例（平成１５年さいたま市条例第４４号）第５条第２項の規定

により同意を求める。 

  令和７年９月３日提出 

                      さいたま市長 清 水 勇 人   

記 

住   所 氏   名 生 年 月 日 

○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○ 
津田 律子 ○○○○○○○○○○○ 
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